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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２. 売上高には、消費税等は含んでおりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第３期

第３四半期連結
累計期間 

第４期
第３四半期連結

累計期間 

第３期
第３四半期連結

会計期間 

第４期 
第３四半期連結 

会計期間 
第３期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  58,521  60,223  20,084  19,927  78,063

経常利益（百万円）  3,061  3,547  1,550  1,203  4,012

四半期（当期）純利益（百万円）  1,382  1,057  511  638  1,792

純資産額（百万円） － －  59,234  59,705  59,978

総資産額（百万円） － －  134,574  129,850  131,355

１株当たり純資産額（円） － －  370.16  372.99  375.02

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 8.68  6.64  3.22  4.01  11.26

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 8.66  6.62  3.21  4.00  11.23

自己資本比率（％） － －  43.8  45.8  45.5

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,575  3,224 － －  8,402

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △3,075  △3,321 － －  △4,424

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,819  △2,730 － －  △2,794

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  9,245  7,294  10,108

従業員数（人） － －  1,651  1,702  1,654



 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また主要な関係会社における異動もありません。 

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。    

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。臨時雇用者数は、当第３四半期連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載

しております。     

(2）提出会社の状況 

 （注）臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。     

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人）      1,702  (244)

  平成22年12月31日現在

従業員数（人） 854  (44)



（1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１. セグメント間取引については、相殺消去しております。 

    ２. 金額は、販売価格によっており、自家用も含まれております。 

    ３. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

（2）受注実績 

     当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１. 受注実績は、その他のうち、土木・造園工事について記載しております。 

    ２. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

（3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１. セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２. 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

３. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 

  至 平成22年12月31日） 
前年同四半期比（％）

産業素材事業 （百万円）  12,413  －

特殊素材事業 （百万円）  3,731  －

生活商品事業 （百万円）  4,080  －

報告セグメント計（百万円）  20,225  －

その他（百万円）  16  －

 合計（百万円）  20,241  －

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

その他    408    －    1,129    －

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 

  至 平成22年12月31日） 
前年同四半期比（％）

産業素材事業（百万円）  9,538  －

特殊素材事業（百万円）  5,694  －

生活商品事業（百万円）  4,147  －

報告セグメント計（百万円）  19,381  －

その他（百万円）   546  －

合計（百万円）  19,927  －

相手先 

前第３四半期連結会計期間
 （自 平成21年10月１日    
  至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
 （自 平成22年10月１日    
  至 平成22年12月31日） 

販売高(百万円) 割合（％） 販売高(百万円) 割合（％）

三菱商事株式会社  3,990  19.9  3,609  18.1



 当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

  また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】



(1）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出産業を中心に一部では持ち直しの動きがみられたもの 

の、依然として厳しい雇用情勢、円高基調やデフレの進行など、先行きの不透明感が払拭されない状況で推移しま

した。 

 このような状況の中、当社グループは、原価低減活動や生産効率の改善などを推進し、収益の確保に取組んでま

いりました。  

 産業素材事業では、主力製品である段ボール原紙について、景気回復傾向に伴う需要回復に加えて、猛暑による

飲料関連の需要増などの増益要因があったものの、第３四半期に至っては、需要の鈍化や原燃料価格の上昇等が収

益圧迫要因となりました。クラフト紙についても同様の傾向で推移しました。 

        この結果、当セグメントの売上高は9,538百万円、営業利益は207百万円となりました。 

  特殊素材事業では、特殊機能紙については、需要が堅調に推移し、販売数量・金額ともに前年同期を上回りまし

た。一方、特殊印刷用紙については、主力製品であるファンシーペーパー、高級印刷用紙ともに、出版・商業印刷

等の需要低迷により、販売数量・金額ともに前年同期を下回りました。 

        この結果、当セグメントの売上高は5,694百万円、営業利益は729百万円となりました。 

 生活商品事業では、ぺーパータオルが販売数量・金額ともに前年同期を下回りました。 

 この結果、当セグメントの売上高は4,147百万円、営業利益は189百万円となりました。 

 以上により、当第３四半期連結会計期間での連結業績は、売上高は19,927百万円（前年同期比0.8％減）、営業

利益は1,148百万円（前年同期比27.0％減）、経常利益は1,203百万円（前年同期比22.4％減）、四半期純利益は

638万円（前年同期比24.7％増）となりました。 

  当第３四半期連結会計期間末の総資産は、129,850百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,505百万円の減少

となりました。主な要因は、現金及び預金の減少によるものであります。 

 負債は70,144百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,232百万円の減少となりました。主な要因は、短期借

入金の減少によるものであります。 

 純資産は59,705百万円となり、前連結会計年度末に比べて272百万円の減少となりました。主な要因は、その他

有価証券評価差額金の減少によるものであります。自己資本比率は45.8％となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は 百万円となり、前連

結会計年度末と比較して2,814百万円の減少となりました。 

  

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は432百万円（前年同期の獲得資金は689百万円）となりました。資金増加の主な要因

は、税金等調整前四半期純利益が1,138百万円、減価償却費1,969百万円であり、一方、資金減少の主な要因は、売上

債権の増加額2,579百万円、たな卸資産の増加額867百万円であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は1,017百万円（前年同期の流出資金は546百万円）となりました。主な要因は、有形

固定資産の取得875百万円であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は1,323百万円（前年同期の獲得資金は967百万円）となりました。資金増加の主な要

因は、長期借入金の純増加額3,654百万円であり、一方、資金減少の主な要因は、短期借入金の純減少額1,931百万

円、配当金の支払額398百万円であります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありま

せん。 

  

(4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、166百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

7,294



(1）主要な設備の状況 

  当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。 

第３【設備の状況】



 ①【株式の総数】 

 ②【発行済株式】 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（平成20年６月26日取締役会決議） 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  450,000,000

計  450,000,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  163,297,510  163,297,510
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

1,000株 

計  163,297,510  163,297,510 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個） 124 （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 124,000（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年７月29日 

至 平成40年７月28日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格   162 

１株当たり資本組入額   81 

          （注）２、３  

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、当社及び当社子会社の取締役、監査  

役のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降10日間に

限り、新株予約権を行使することができる。 

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使

することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、下記③の契約に定めるとこ

ろによる。 

③その他の条件については、取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 



（注）１ 募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

 募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、目的である株式の数は1,000株とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、

吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を総

称して以下「組織再編行為」という。）をする場合におい

て、組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集

新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる

株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この

場合において、募集新株予約権は消滅するものとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交

付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画にお

いて定めた場合に限るものとする。 

イ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新

株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一

の数をそれぞれ交付するものとする。 

ロ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

  再編対象会社の普通株式とする。 

ハ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

  組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数

につき合理的な調整がなされた数とする。ただし、調整に

より生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

ニ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

  新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組

織再編行為の条件等を勘案のうえ、調整した再編後の行使

価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる

金額とする。 

ホ 新株予約権を行使することができる期間 

  上記に定める募集新株予約権を行使することができる期

間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅

い日から、上記に定める募集新株予約権を行使することが

できる期間の満了日までとする。 

ヘ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

  譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社

の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

ト 新株予約権の行使の条件 

  上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。 

チ 新株予約権の取得事由 

当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された場合

（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会決議がな

された場合）は、取締役会が別途定める日に、募集新株予

約権を無償で取得することができる。  

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

②当社が分割会社となる会社分割契約または会社分割計画

承認の議案  

③当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計

画承認の議案   



数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲

内で当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２ 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

る場合は、これを切り上げるものとする。 

② 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度

額より上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

３ 発行価格は、新株予約権行使時の払込金額１円と新株予約権付与時における評価単価161円を合算しておりま

す。 

（平成21年７月24日取締役会決議） 

  

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個） 109 （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 109,000 （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 

新株予約権の行使期間 
自 平成21年８月13日 

至 平成41年８月12日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格   218 

１株当たり資本組入額  109 

          （注）２、３  

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、当社及び当社子会社の取締役、監査  

役のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降10日間に

限り、新株予約権を行使することができる。 

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使

することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、下記③の契約に定めるとこ

ろによる。 

③その他の条件については、取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。  

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 



（注）１ 募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

 募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、目的である株式の数は1,000株とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年９月30日） 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、

吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を総

称して以下「組織再編行為」という。）をする場合におい

て、組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集

新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる

株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この

場合において、募集新株予約権は消滅するものとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交

付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画にお

いて定めた場合に限るものとする。 

イ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新

株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ロ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

ハ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式

数につき合理的な調整がなされた数とする。ただし、

調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

ニ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

   新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、調整した再編後

の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じ

て得られる金額とする。 

ホ 新株予約権を行使することができる期間 

   上記に定める募集新株予約権を行使することができる

期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいず

れか遅い日から、上記に定める募集新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。 

ヘ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

   譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会

社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

ト 新株予約権の行使の条件 

  上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。 

チ 新株予約権の取得事由 

   当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された

場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会

決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日

に、募集新株予約権を無償で取得することができる。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

②当社が分割会社となる会社分割契約または会社分割計画

承認の議案  

③当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計

画承認の議案   



数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲

内で当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２ 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

る場合は、これを切り上げるものとする。 

② 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度

額より上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

３ 発行価格は、新株予約権行使時の払込金額１円と新株予約権付与時における評価単価217円を合算しておりま

す。 

（平成22年７月23日取締役会決議） 

  

  
第３四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個） 146 （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 （注）１ 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 146,000 （注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 

新株予約権の行使期間 
自 平成22年８月11日 

至 平成42年８月10日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

１株当たり発行価格   186 

１株当たり資本組入額   93 

          （注）２、３  

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権者は、当社及び当社子会社の取締役、監査  

役のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降10日間に

限り、新株予約権を行使することができる。 

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使

することができるものとする。かかる相続人による新

株予約権の行使の条件は、下記③の契約に定めるとこ

ろによる。 

③その他の条件については、取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

契約」に定めるところによる。   

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 



（注）１ 募集新株予約権の目的である株式の種類および数 

 募集新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、目的である株式の数は1,000株とする。 

 なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとす

る。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年12月31日） 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る）、

吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上を総

称して以下「組織再編行為」という。）をする場合におい

て、組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集

新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ

き、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる

株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権

を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この

場合において、募集新株予約権は消滅するものとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交

付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契

約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画にお

いて定めた場合に限るものとする。 

イ 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

  組織再編行為の効力発生の時点において残存する募集新

株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付するものとする。 

ロ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

ハ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式

数につき合理的な調整がなされた数とする。ただし、

調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。 

ニ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

   新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、調整した再編後

の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じ

て得られる金額とする。 

ホ 新株予約権を行使することができる期間 

   上記に定める募集新株予約権を行使することができる

期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいず

れか遅い日から、上記に定める募集新株予約権を行使

することができる期間の満了日までとする。 

ヘ 譲渡による新株予約権の取得の制限 

   譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会

社の取締役会の決議による承認を要するものとする。 

ト 新株予約権の行使の条件 

   上記新株予約権の行使の条件に準じて決定する。 

チ 新株予約権の取得事由 

  当社は、以下の議案につき当社株主総会で承認された

場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会

決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日

に、募集新株予約権を無償で取得することができる。

①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

②当社が分割会社となる会社分割契約または会社分割計画

承認の議案  

③当社が完全子会社となる株式交換契約または株式移転計

画承認の議案    



数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

 また、上記のほか、決議日後、株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲

内で当社は必要と認める株式数の調整を行う。 

２ 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第

１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

る場合は、これを切り上げるものとする。 

② 募集新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度

額より上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

３ 発行価格は、新株予約権行使時の払込金額１円と新株予約権付与時における評価単価185円を合算しておりま

す。  

 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成22年10月１日～ 

平成22年12月31日  
 ―  163,297,510  ―  11,485  ―  3,985

（６）【大株主の状況】



  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、 

 記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして 

 おります。 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）

含まれております。 

    ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式845株が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

 完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

－ －普通株式 

 3,909,000

 完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 157,969 － 
 157,969,000

 単元未満株式 
普通株式 

－ － 
 1,419,510

発行済株式総数  163,297,510 － － 

総株主の議決権 －  157,969 － 

  平成22年９月30日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 静岡県島田市向島町

4379番地 
 3,909,000 －  3,909,000  2.39

 特種東海製紙株式会社 

計 －  3,909,000 －  3,909,000  2.39

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  269  253  243  230  226  218  211  199  192

最低（円）  241  213  212  211  202  199  169  163  166

３【役員の状況】



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人と

なっております。  

第５【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,310 10,118

受取手形及び売掛金 26,154 22,831

商品及び製品 6,324 5,790

仕掛品 935 487

原材料及び貯蔵品 3,997 3,573

繰延税金資産 842 1,133

その他 763 418

貸倒引当金 △37 △36

流動資産合計 46,290 44,316

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  18,184 ※1  18,793

機械装置及び運搬具（純額） ※1  34,661 ※1  37,598

土地 13,005 12,996

その他（純額） ※1  2,799 ※1  1,806

有形固定資産合計 68,650 71,195

無形固定資産   

のれん ※4  690 ※4  766

その他 326 241

無形固定資産合計 1,017 1,007

投資その他の資産   

投資有価証券 12,049 12,748

長期貸付金 39 40

繰延税金資産 484 645

その他 1,465 1,530

貸倒引当金 △147 △128

投資その他の資産合計 13,891 14,836

固定資産合計 83,559 87,038

資産合計 129,850 131,355



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,059 12,479

短期借入金 24,843 27,121

1年内返済予定の長期借入金 4,760 6,064

未払法人税等 454 671

賞与引当金 212 367

修繕引当金 407 274

その他 4,280 4,719

流動負債合計 48,018 51,697

固定負債   

長期借入金 19,324 17,515

繰延税金負債 621 646

退職給付引当金 953 1,022

役員退職慰労引当金 52 70

環境対策引当金 272 272

資産除去債務 797 －

その他 103 152

固定負債合計 22,126 19,679

負債合計 70,144 71,377

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,485 11,485

資本剰余金 14,463 14,481

利益剰余金 34,643 34,381

自己株式 △1,094 △1,146

株主資本合計 59,497 59,201

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △41 508

繰延ヘッジ損益 △7 △8

評価・換算差額等合計 △49 499

新株予約権 70 79

少数株主持分 186 197

純資産合計 59,705 59,978

負債純資産合計 129,850 131,355



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 58,521 60,223

売上原価 45,956 47,761

売上総利益 12,564 12,462

販売費及び一般管理費 ※1  9,323 ※1  8,907

営業利益 3,241 3,555

営業外収益   

受取利息 2 0

受取配当金 272 269

その他 233 325

営業外収益合計 508 595

営業外費用   

支払利息 539 435

その他 149 168

営業外費用合計 688 603

経常利益 3,061 3,547

特別利益   

固定資産売却益 66 6

関係会社株式売却益 7 －

過年度除却費用戻入益 36 －

貸倒引当金戻入額 － 8

特別利益合計 110 15

特別損失   

固定資産売却損 5 8

固定資産除却損 37 113

減損損失 ※2  26 ※2  257

投資有価証券評価損 556 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 748

特別損失合計 626 1,127

税金等調整前四半期純利益 2,545 2,435

法人税、住民税及び事業税 546 791

法人税等調整額 599 595

法人税等合計 1,146 1,386

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,048

少数株主利益又は少数株主損失（△） 17 △8

四半期純利益 1,382 1,057



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 20,084 19,927

売上原価 15,400 15,964

売上総利益 4,684 3,963

販売費及び一般管理費 ※  3,110 ※  2,815

営業利益 1,574 1,148

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 118 122

その他 71 132

営業外収益合計 190 254

営業外費用   

支払利息 175 135

その他 38 64

営業外費用合計 214 200

経常利益 1,550 1,203

特別利益   

固定資産売却益 0 1

関係会社株式売却益 7 －

特別利益合計 8 1

特別損失   

固定資産売却損 5 8

固定資産除却損 6 57

投資有価証券評価損 545 －

特別損失合計 558 66

税金等調整前四半期純利益 1,000 1,138

法人税、住民税及び事業税 169 273

法人税等調整額 312 243

法人税等合計 481 517

少数株主損益調整前四半期純利益 － 620

少数株主利益又は少数株主損失（△） 6 △17

四半期純利益 511 638



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,545 2,435

減価償却費 5,922 5,886

減損損失 26 257

のれん償却額 75 75

修繕引当金の増減額（△は減少） 71 133

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 19

賞与引当金の増減額（△は減少） △202 △182

退職給付引当金の増減額（△は減少） △61 △68

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19 △19

受取利息及び受取配当金 △274 △269

支払利息 539 435

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 556 －

関係会社株式売却損益（△は益） △7 －

有形固定資産除却損 37 113

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 748

有形固定資産売却損益（△は益） △60 1

売上債権の増減額（△は増加） △6,611 △3,288

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,237 △1,405

仕入債務の増減額（△は減少） △2,573 594

その他 638 △1,058

小計 1,841 4,407

利息及び配当金の受取額 229 222

利息の支払額 △510 △397

法人税等の支払額 △300 △1,055

法人税等の還付額 316 46

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,575 3,224

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,138 △3,224

有形固定資産の売却による収入 108 20

有形固定資産の除却による支出 △158 △45

投資有価証券の取得による支出 △6 △3

投資有価証券の売却による収入 33 －

関係会社株式の売却による収入 100 －

その他 △13 △69

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,075 △3,321



（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,697 △2,287

長期借入れによる収入 4,000 5,100

長期借入金の返済による支出 △2,919 △4,743

自己株式の取得による支出 △1 △1

配当金の支払額 △956 △796

その他 △1 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,819 △2,730

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 312 △2,828

現金及び現金同等物の期首残高 8,932 10,108

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 14

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  9,245 ※  7,294



  

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更   （１）連結の範囲の変更 

 当社は平成22年４月１日に連結子会社である特種製紙株式会社及び東

海パルプ株式会社を吸収合併いたしました。 

 また、特種ロジスティクス株式会社は、平成22年４月１日に非連結子

会社である静岡物流株式会社を吸収合併し、静岡ロジスティクス株式会

社に商号変更しております。 

（２）変更後の連結子会社の数 

 10社  

２．会計処理基準に関する事項の変更  資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益はそれ

ぞれ８百万円、税金等調整前四半期純利益は756百万円減少しておりま

す。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は797

百万円であります。 

  

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 



【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．棚卸資産の評価方法  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略

し、第２四半期連結会計期間末における実地棚卸高を基礎として合理的な方

法により算定しております。  

２．固定資産の減価償却費の算定方法   定率法を採用している資産については、連結会計年度にかかる減価償却費

の額を期間按分して算定する方法によっております。 

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法  

 法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目を重要なもの

に限定する方法によっております。 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるの

で、前連結会計年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニ

ングを利用する方法によっております。 



【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、148,573百万円

であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、144,124百万円

であります。 

 ２ 保証債務 

連結会社以外の会社等の銀行借入金に対して次のと

おり保証を行っております。 

 ２ 保証債務 

連結会社以外の会社等の銀行借入金に対して次のと

おり保証を行っております。 

日伯紙パルプ資源開発㈱ 百万円15,235
提携住宅ローン  1

計  15,236

日伯紙パルプ資源開発㈱ 百万円18,241
提携住宅ローン  1

計  18,242

   日伯紙パルプ資源開発㈱への保証は、他社負担額を

含めた連帯保証の総額で、当社グループ保証分は143

百万円であります。 

   日伯紙パルプ資源開発㈱への保証は、他社負担額を

含めた連帯保証の総額で、当社グループ保証分は172

百万円であります。 

 ３ 受取手形割引高は、765百万円であります。 

※４ のれん及び負ののれんの表示 

     のれん及び負ののれんの表示は、相殺して表示して

おります。相殺前の金額は次のとおりであります。 

 ３ 受取手形割引高は、704百万円であります。 

 ※４ のれん及び負ののれんの表示 

     のれん及び負ののれんの表示は、相殺して表示して

おります。相殺前の金額は次のとおりであります。 

のれん 百万円793

負ののれん  102

差引  690

のれん 百万円910

負ののれん  144

差引  766



（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

製品運送諸掛 2,946百万円

給与手当 1,192  

賞与引当金繰入額  53  

退職給付費用 103  

減価償却費  283  

のれん償却費 127  

製品運送諸掛 3,126百万円

給与手当 1,188  

貸倒引当金繰入額  27  

賞与引当金繰入額  44  

退職給付費用 81  

減価償却費 268  

のれん償却費 116  

    

※２ 減損損失は次のとおりであります。 ※２ 減損損失は次のとおりであります。 

 当社グループは主として管理会計上の事業所を単位

としてグルーピングを行ない、減損会計を適用してお

ります。また、本社・福利厚生施設等のように単独で

収益を生まない資産は共用資産とし、将来の使用が見

込まれていない資産は遊休資産として個別単位でグル

ーピングを行なっております。  

 認識した減損損失は、当第３四半期連結累計期間に

おいて、設備停止の意思決定がなされたため、当該資

産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し認識したもの

であります。当該減損額は、減損損失として特別損失

に計上しており、その内訳は、機械装置26百万円であ

ります。なお、当該資産の回収可能価額は、将来キャ

ッシュ・フローがマイナスとなると見込まれ、かつ正

味売却価額もないため、ゼロとして評価しておりま

す。 

   

場所 用途 種類 減損損失額 

静岡県 

沼津市 
紙製造設備 機械装置 百万円 26

 当社グループは主として管理会計上の事業所を単位

としてグルーピングを行ない、減損会計を適用してお

ります。また、本社・福利厚生施設等のように単独で

収益を生まない資産は共用資産とし、将来の使用が見

込まれていない資産は遊休資産として個別単位でグル

ーピングを行なっております。  

 当該資産は、当第３四半期連結累計期間において、

設備停止の意思決定がなされたため、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しております。その内訳は、建物及び構

築物５百万円、機械装置及び運搬具250百万円、有形

固定資産「その他」０百万円であります。なお、当該

資産の回収可能価額は、設備停止時までの使用価値と

しております。  

場所 用途 種類 減損損失額

岐阜県 

岐阜市 
紙製造設備 

建物及び構築

物、機械装置及

び運搬具  

百万円 129

静岡県 

島田市 
紙製造設備 

機械装置及び運

搬具、有形固定

資産「その他」 

百万円 127

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

製品運送諸掛 991百万円

給与手当 386  

賞与引当金繰入額  53  

退職給付費用 21  

減価償却費  100  

のれん償却費 42  

製品運送諸掛  1,030百万円

給与手当 

貸倒引当金繰入額 

  385

33
  

賞与引当金繰入額   44  

退職給付費用  21  

減価償却費   90  

のれん償却費  38  

    



当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 

平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

  ストック・オプションとしての新株予約権 

   新株予約権の四半期連結会計期間末残高   提出会社  70百万円 

４．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

  該当事項はありません。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 9,255

預入期間が３か月を超える定期預金 △10

現金及び現金同等物 9,245

  （百万円）

現金及び預金勘定 7,310

預入期間が３か月を超える定期預金 △16

現金及び現金同等物 7,294

（株主資本等関係）

株式の種類  当第３四半期連結会計期間末   

 普通株式 （株） 163,297,510

株式の種類   当第３四半期連結会計期間末   

 普通株式 （株） 3,914,307

  
決議 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月24日 

定時株主総会 
普通株式  397  2.50 平成22年３月31日 平成22年６月25日 資本剰余金

平成22年11月９日 

取締役会  
普通株式  398  2.50 平成22年９月30日 平成22年12月９日 資本剰余金



    前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日  至 平成21年12月31日） 

    前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、業種等を勘案して区分しております。 

２ 各事業の主な内容 

（1）製紙事業……産業用紙、家庭紙、特殊紙、パルプ 

（2）加工事業……紙加工品 

（3）環境事業……土木・造園事業、山林事業、燃料販売事業、電力販売事業他 

３ 会計処理基準に関する事項の変更 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日） 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

 これによる環境事業の売上高、営業損失への影響額は軽微であります。 

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。 

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
製紙事業
（百万円） 

加工事業
（百万円） 

環境事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  15,643  3,850  590  20,084  －  20,084

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 1,732  220  272  2,224  (2,224)  －

計  17,375  4,071  862  22,309  (2,224)  20,084

営業利益  1,442  106  12  1,561  13  1,574

  
製紙事業
（百万円） 

加工事業
（百万円） 

環境事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  46,207  10,927  1,386  58,521  －  58,521

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 4,977  690  810  6,477  (6,477)  －

計  51,184  11,617  2,196  64,999  (6,477)  58,521

営業利益又は営業損失（△）  2,954  257  △15  3,196  44  3,241

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う単位となっているものであり

ます。 

 当社グループは、主に紙の生産・加工・販売に関する事業を行っており、取り扱う紙製品の種類ごとに包

括的な事業戦略を立案出来るように、事業部制を採用し、委譲された権限の下、事業活動を展開しておりま

す。 

 したがって、当社は、当該事業部を基礎とした製品の種類別の事業セグメントから構成されており、「産

業素材事業」、「特殊素材事業」、「生活商品事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「産業素材事業」は、主に段ボール・包装用紙などの原紙生産・加工・販売等を行っており、「特殊素材事

業」は、特殊印刷用紙・特殊機能紙などの生産・加工・販売等を行っており、「生活商品事業」は、ペーパ

ータオル・トイレットペーパーなどの生産・加工・販売等を行っております。  

【セグメント情報】



２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日） 

（単位：百万円）

  

 当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

（単位：百万円）

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、土木・造園工事及びサーマ

ルリサイクル燃料の製造・販売等を含んでおります。  

２.セグメント利益の調整内容は以下の通りです。  
（単位：百万円） 

３.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

（追加情報） 
第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21
日）を適用しております。 

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
産業素材 
事業 

特殊素材 
事業 

生活商品
事業 

計

売上高                 

外部顧客への

売上高 
30,042 16,890 11,890 58,823 1,400 60,223 － 60,223 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

1,598 49 706 2,354 5,237 7,592 △7,592 － 

計 31,640 16,940 12,597 61,178 6,638 67,816 △7,592 60,223 

セグメント利益 885 1,981 695 3,562 59 3,622 △67 3,555 

  

報告セグメント
その他
（注）１ 

合計 
調整額 
（注）２ 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注）３ 
産業素材 
事業 

特殊素材 
事業 

生活商品
事業 

計

売上高                 

外部顧客への

売上高 
9,538 5,694 4,147 19,381 546 19,927 － 19,927 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

528 25 244 798 1,726 2,525 △2,525 － 

計 10,067 5,720 4,392 20,180 2,273 22,453 △2,525 19,927 

セグメント利益 207 729 189 1,126 54 1,181 △33 1,148 

 当第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結会計期間 

のれんの償却額 △111 △37 

セグメント間取引消去等 44 3 

合計 △67 △33 



１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  372.99 円 １株当たり純資産額  375.02 円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額  8.68 円

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益金額 
 8.66 円

１株当たり四半期純利益金額  6.64 円

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益金額 
 6.62 円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

 四半期純利益（百万円）  1,382  1,057

 普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

 普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,382  1,057

 期中平均株式数（千株）  159,192  159,341

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

 四半期純利益調整額（百万円）  －  －

 普通株式増加数（千株）  339  353

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

 ――――――  ―――――― 



 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 

    該当事項はありません。 

 平成22年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。  

(イ）配当金の総額………………………………………398百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円50銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月９日 

 （注） 平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額  3.22 円

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益金額 
 3.21 円

１株当たり四半期純利益金額  4.01 円

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益金額 
 4.00 円

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

 四半期純利益（百万円）  511  638

 普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

 普通株式に係る四半期純利益（百万円）  511  638

 期中平均株式数（千株）  159,198  159,385

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

 四半期純利益調整額（百万円）  －  －

 普通株式増加数（千株）  425  376

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要 

  ――――――   ―――――― 

（重要な後発事象）

２【その他】



 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月14日

特種東海ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

あずさ監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 富永 貴雄  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 春山 直輝  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 髙尾 英明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている特種東海ホール

ディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年

10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、特種東海ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成21年12月31

日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四

半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月14日

特種東海製紙株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 富永 貴雄  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 春山 直輝  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 髙尾 英明  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている特種東海製紙株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から

平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、特種東海製紙株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

追記情報 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載されているとおり、会社及び連結子会

社は第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

が適用されたことに伴い、当該会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


